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Abstract：
The number of rural areas which are activated through interactions between urban and rural areas is increasing. 
However, the analysis of an economic ripple effect is not conclusively and efﬁciently conducted. This paper examines 
the technique for visualizing the ripple effects of two case studies about the interaction activity between urban and rural 



































































































































（1 泊 2日＋半日体験料× 2日）は一人当たりおよそ 8,000 円
程度である。体験教育旅行による農家民泊の受け入れが全
国最多の長野県飯田市の場合でも，一回の教育旅行の受入






















































































ては，平成 18 年から平成 22 年の 5 年間に市役所に寄せら
れた相談件数は 847 件。うち実際に「UIターン」したのは
143 件（225 名）であるが，そのなかで 21 件（31 名）を農
村ワーキングホリデーに参加した経験をもつ新規就農者が占め










































































































舎暮らし支援事業」による Iター ン者が増加しており，2007 ～


















































2,000 千円であった。さらに2007 ～ 2012 年度に日高川町に
移住した世帯の住居形態は表 1 のようにまとめることができる。
そこから，住居の購入費が78,000 千円（6,000 千円×13 世帯），





























内件数は 571に及ぶ。１件につき，平均 1.5 名の見学者（観
光客）が訪ねたと仮定した場合には，見学者数（観光客数）





宿泊費 3,447 円，飲食費 2,522 円，交通費 2,851 円，入場・











年度 2,633 人，2012 年度 2,848 人の参加者がみられ，2 年
間で平均 2,741 人となる。したがって，2007 ～ 2012 年度の 6





























































する。その結果，第 2 次間接波及効果は 192,442 千円と推
定された。
上記から2007 ～ 2012 年度の「ゆめ倶楽部 21」の事業
活動が和歌山県に与える経済的波及効果は 1,204,483 千




























































を推定したところ，資料から2007 ～ 2012 年度において総額
60,836 千円となった。この金額と見学者による観光消費額を
合わせると，合計 75,166 千円がゆめ倶楽部 21 の交流事業を
中心とした観光消費額と計算される。上記の 75,166 千円を費
目別に按分すると，飲食費 6,894 千円，宿泊費 32,628 千円，






















































































































































帰り観光客数 14,349 人（48,477 人×29.6％），宿泊観光客
数 17,500 人（48,477 人×36.1％）とそれぞれ計算される。さ
らに観光消費単価の平均値は日帰り観光客 4,685 円，宿泊
観光客 23,591 円であることから，観光消費額は 480,067 千円













585,799 千円，第 1 次間接波及効果が 263,606 千円，第 2







産業別にみた場合，対個人サ ビースが 380,467 千円，運輸













































年間売上高 売上原価 人件費 一般管理費 原材料費 付加価値率
物販部門 100.0% 68.3% 22.8% 21.8% 90.2% 22.8%
飲食部門 100.0% 34.4% 63.1% 21.8% 56.2% 63.1%
宿泊部門 100.0% 8.7% 63.1% 21.8% 30.5% 63.1%
体験部門・








（域内） （域外） （域内） （域外） （域内） （域外）
物販部門 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 70.0% 30.0%
飲食部門 90.0% 10.0% 100.0% 0.0% 70.0% 30.0%
宿泊部門 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 70.0% 30.0%
体験部門・







計算する。その結果，表 14 のように第 1 次原材料波及効果












物販部門 142,196 71.7% 90.2% 128,227 83.6% 75.4% 107,198
飲食部門 38,351 19.3% 56.2% 21,562 46.2% 26.0% 9,962
宿泊部門 8,490 4.3% 30.5% 2,586 23.9% 7.3% 618
体験部門・
その他部門 9,179 4.6% 100.0% 9,179 100.0% 100.0% 9,179
合計 198,216 100.0% 81.5% 161,555 64.6% 52.6% 126,957
表 14　第 1 次原材料波及効果の推計
資料：表 12に同じ
観光消費に対応した第 1 次の原材料調達先が，調達先の







需要額 198,216 千円に対し，151,041 千円（198,216 千円×
0.762）の原材料波及効果が計測される。それゆえ原材料波






率は 34.1％（67,769 千円÷198,216 千円）となる。付加価値
額のうち，市内に所得化される部分は域内従業員率が 100％



















物販部門 142,196 71.7% 22.8% 32,421 100.0% 22.8% 32,421
飲食部門 38,351 19.3% 63.1% 24,199 100.0% 63.1% 24,199
宿泊部門 8,490 4.3% 63.1% 5,357 100.0% 63.1% 5,357
体験部門・
その他部門 9,179 4.6% 63.1% 5,792 100.0% 63.1% 5,792
合計 198,216 100.0% 34.2% 67,769 100.0% 34.2% 67,769










の増加につながる。この 43,237 千円に第 1 次原材料波及効
果（126,957 千円）を加えた 170,194 千円が第 2 次以降の
所得波及効果算出の基礎となる。









挿入すると0.404 が得られ，第 2 次以降の所得波及効果は
170,194 千円に対して，68,759 千円（170,194 千円×0.404）



























その結果を表 17 で示している。5 年間で秋津野ガルテンは
マスメディアに108 件取り上げられ，そこから広告宣伝効果の
合計額は 670,295 千円と計算された。1 年間あたりの平均値










＜日高川町「ゆめ倶楽部 21」：2007 ～ 2012 年度の移住
交流事業実施期間 6 年間＞
① 和歌山県への経済波及効果金額
 1,204,483 千円（乗数倍率 1.48 倍）
② 日高川町への経済波及効果金額
    115,610 千円（乗数倍率 1.54 倍）
③マスコミによる広告宣伝効果
      97,819 千円
＜田辺市「秋津野ガルテン」：主として2011 年度を対象＞
① 和歌山県への経済波及効果金額
 1,007,597 千円（乗数倍率 1.49 倍）
② 田辺市への経済波及効果金額
    504,938 千円（乗数倍率 2.55 倍）
③ マスコミによる広告宣伝効果
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